
災 害 復 旧 工 事 特 別 仕 様 書 
 

第１章 総  則 

 

第１条 適  用 

１．本地区の工事仕様は，広島県の「土木工事共通仕様書」による外，この特別仕様書によるも

のとする。 

２．工事施工に当たり，設計書・図面および仕様書について疑義を生じたときは監督員に協議し

指示を受けること。 

 

第２条 施工体制台帳 

 

１．受注者は，施工体制台帳を作成し工事現場に備えるとともに，監督員に提出しなければなら

ない。なお，様式については，監理技術者・主任技術者(下請けを含む)及び専門技術者の顔写

真，氏名，生年月日，所属会社名を記載するものとする。 

２．受注者は，工事現場内において，監理技術者，主任技術者(下請けを含む)に工事名，工期，

顔写真，所属会社名及び証明印の入った名札を着用させるものとする。 

３．上記各様式・書式については，別途協議するものとする。 

 

第３条 そ の 他 

１．河川漁業に影響を与える恐れのある工事については，工事着手前に濁水対策施設等の施工に

ついて，市および漁業組合の立会いにより同意を得ること。 

２．工事関係区域内の交通規制および安全施設等は，受注者において責任を持って対応すること。

また，関係区間内における一般車両の通行車線および歩行者通路については，常に維持補修を

行い円滑な通行を確保すること。(必要に応じ夜間照明等設置すること) 

３．本事業に隣接する土地および施設からの用排水等については，事前に調査し本水路との高さ

関係を把握・確認の後実施すること。 

４．工事中の用排水関係については，受注者において責任を持って地元調整し，対応すること。 

５．本工事の工期は，検査期間として14日間を見込んでいる。 

 このため，工期の末日から起算して14日前までに工事の完成及び工事完成通知書の提出を行

うこと。 

６. 法定外の労災保険の付保 

1）本工事において，受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

2）受注者は，建設工事請負契約約款第４７条に基づき，法定外の労災保険の契約締結したと

きは，その証券又はこれに代わるものを速やかに監督職員に提示しなければならない。 

3）法定外の労災保険は，政府の労働災害補償保険とは別に上乗せ給付等を行うことを目的と

するものであり，（公財）建設業福祉共済団，（一社）建設業労災互助会，全日本火災共済

協同組合連合会，（一社）全国労働保険事務組合連合会又は保険会社との間で，労働者災害

補償保険法に基づいて契約を締結しているものとする。 



第２章 二次製品 

 

１．設計図面及び仕様書に特定の製品名及び製造業者名を表示していない場合は，JIS製品・  

JWWA製品又は監督員が認める同等以上の製品であること。 

 

 

第３章 コンクリートブロック積工 

 

１．形状寸法及び外観  

① ブロックは，その質が密で傷がなく形状寸法が正しく外観がよくなければならない。 

② 控35㎝は，JIS規格によるものとする。(ブロックはA種を使用すること) 

 ２．ブロック積工の排水孔(硬質塩化ビニールVU管)は3㎡当たり1箇所を標準とし，孔の大きさは

VUφ40mmを標準として設置すること。ただし，軟弱地盤及び湧水箇所については，監督員と協

議すること。 

３．ブロックを施工する前に床掘状態及び土質について監督員と協議し，確認を得ること。確認

及び協議をしないまま施工した場合には手戻り工事を命じることがある。 

 

 

第４章 生コンクリート使用区分 

  

名   称 C/W比 ｽﾗﾝﾌﾟ 骨材最大寸法 摘  用  部  材 

強度=18N/㎜
２
 60％ 8㎝ 40㎜ 

無筋構造物(ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁・側溝・ 

胴込・裏ｺﾝｸﾘｰﾄ・ﾌﾞﾛｯｸ基礎等) 

強度=21N/㎜
２
 55％ 8㎝ 20㎜ 鉄筋構造物 

強度=24N/mm２以下は，高炉セメントB種を使用すること。 

 

 

第５章 発生土の処分について 

 

本工事により発生する建設発生土は，下記の処分先を見込んでいる。 

① 処分場所   ㈲中田建設山津田土砂埋立地 

② 運搬距離   L=16.5km 

③ 受入条件   6：00～20：00 

④ 受入費用   平日の受入れ費用 

⑤ 提出調書等  提出を義務付ける。 

 

 

 



本工事により発生する産業廃棄物(コン殻；無筋)は，下記の処分先を見込んでいる。 

① 処分場所   尾田部砕石㈲ 

② 運搬距離   L= 8.3km 

③ 受入条件   6：00～20：00 

④ 受入費用   平日の受入れ費用 

⑤ 提出調書等  提出を義務付ける。 

 

 

なお，工事発注後に明らかになったやむを得ない事情により上記の指定により難い場合は，発注

者と受注者が協議するものとする。 

 

 

第６章 諸経費の取扱いについて 

 

当該工事の請負額は，当該工事の入札時に同一地区内で工事施工中(以下「指定工事」という。)

の施工業者が，当該工事についても請負った場合には，両工事の設計額の合計額により定まる率

によって算定した諸経費から指定工事に係る諸経費を控除した額をもって再計算し変更する。 

 

 

第７章 災害復旧工事に係る緩和措置について 

 

請負代金額が３，５００万円未満の工事については，原則，評定の対象外とする。 

ただし，請負代金額が５００万円以上の工事で，契約後速やかに，当該工事の評定を希望する

旨を記載した工事打合せ簿を提出した場合は，評定の対象とする。 

なお，変更契約により３，５００万円以上になった場合も，評定の対象としない。 

 


